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2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 5,151

主な
理由 制度改正対応業務委託料の増による

情報システム再構築運用業務委
託にかかる国保負担分等 51,231

合計（Ａ） 135,075 合計（Ｂ） 140,226

負担金補助及
び交付金

情報システム再構築運用業務委
託にかかる国保負担分等 49,808

負担金補助及
び交付金

29,759

使用料及び賃
借料

コピー機使用料、電子機器シス
テムリース料等 873

使用料及び賃
借料

コピー機使用料、電子機器シス
テムリース料等 854

通知書封入封緘、診療報酬明細
書データ作成等 委託料

国保システム変更、通知書封入封
緘、診療報酬明細書データ作成等

17,332

役務費
各種通知書発送郵便料、保険料
口座振替手数料等 44,716 役務費

各種通知書発送郵便料、保険料
口座振替手数料等 40,920

区分（節）

委託料

金額

旅費
近接地旅費、研修会参加旅費

170 旅費
近接地旅費、研修会参加旅費

130

21,300

区分（節） 内容

コピー用紙等消耗品、事業運営
にかかる印刷製本費等

333,241

内容

需用費
コピー用紙等消耗品、事業運営
にかかる印刷製本費等 18,208 需用費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

0.00

26当初予算 0 0

1.50

33.95

328,090

333,241 0

308,574

25当初予算 0 0 0 328,090

24決算 0 0 0110,144

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
内
容

国民健康保険事業を運営していくための資格・賦課・徴収・給付業務にかかる維持・管理費
・資格業務…国民健康保険の加入・脱退受付、保険証の交付事務
・賦課業務…保険料の計算、保険料の減免事務
・徴収業務…保険料の収納・還付、保険料の納付相談、口座振替にかかる事務
・給付業務…保険給付、療養費、高額療養費、出産育児一時金、葬祭費の支給事務
　
平成21年度実績　　　　　135,169,769円　被保険者数　72,766人　世帯数　42,330世帯
平成22年度実績　　　　　141,971,332円　被保険者数　72,285人　世帯数　42,325世帯
平成23年度実績　　　　　151,979,989円　被保険者数　72,381人　世帯数　42,526世帯
平成24年度実績　　　　　110,143,385円　被保険者数　71,891人　世帯数　42,428世帯
平成25年度当初予算　　135,075,000円　被保険者数　72,600人　世帯数　42,500世帯
平成26年度当初予算　　140,226,000円　被保険者数　71,800人　世帯数　42,200世帯

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険事業、被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業運営にかかる資格・賦課・徴収・給付業務を適正かつ円滑に行い、安定した医療サービスを受けられる状
態を維持する。

個別計画 委託 指定管理

国民健康保険法事業 一般管理事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 総務管理費 自治/法定

目

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-001

一般管理費
根拠法令
・要綱等

連絡先

連絡先款 総務費

(078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般管理事務事業

新規/継続 継続事業

総事業費
（参考値）

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課

18.35

135,075

140,226

198,430

193,015

193,015

事業費
人件費

（参考値）

0.00

308,574

25年度人員配置（人）

正規

再任用

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計14.10
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○

連絡先 (078)918-5657

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名

特定健康診査・特定保健指導管理事務事
業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127004000-030

予算所管課 市民・健康部健康推進課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 総務管理費 自治/法定

目 一般管理費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 総務費 連絡先

高齢者の医療の確保に関する法律事業 特定健康診査・特定保健指導管理事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
○特定健康診査　　明石市国民健康保険に加入しており、当該年度末時点40歳以上の人。
○特定保健指導　　特定健康診査の結果、積極的支援及び動機づけ支援が必要であるとされた人。

意図（どういう状態にしたいのか）
健康診査の実施によりメタボリックシンドローム該当者及びその予備群を早期に発見・保健指導を行うことで、生活習慣病を
予防し、将来的な医療費の適正化を図る。同時に、生活習慣病の早期発見、早期治療に努め、心身の健康の保持増進と医
療費の適正化につなげる。

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①5月上旬に「明石市健診費用助成券」を案内文（無料クーポン対象者は無料クーポンも）と併せて送付。
　※助成券をはじめとした帳票類の作成及び封入封緘を外部委託。
　※平成22年度より、がん検診等助成券を同封して送付。また、同世帯の被保険者の助成券を同封して送付することにより役務費を削減。
②対象者情報及び健診結果・保健指導結果情報を電子データで管理を行い、端末での情報閲覧を行う。
　（県国民健康保険団体連合会への管理委託）
③国民健康保険課とも連携し、パンフレット、ポスター、のぼりの作成や、各種郵送物への封入、封筒印字等での健診普及啓発。
④保健指導の技術向上のための研修会を実施。（１回/年）

◆平成25年3月に、平成25年から平成29年度を計画期間とする「第2期明石市国民健康保険特定健康診査等実施計画」を策定。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.10

一般財源

24決算 9,225 4,871 14,096 0 0 0

25当初予算 14,370 5,027 19,397

正規 0.4914,096

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 19,397

合計 0.890 0 0 16,510

100

旅費
近接地旅費、研修旅費

115

任期付 0.3026当初予算 11,483 5,027 16,510

内容 金額

報償費
特定保健指導研修会講師謝礼

100

旅費
近接地旅費、研修旅費

10

需用費
助成券、受診啓発リーフレット等
印刷製本費 4,198 需用費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

7,520 委託料

消耗品費（パンフレット等、印刷
製本費等、受診啓発リーフレット
等）

1,913

役務費
助成券発送等郵送料

2,386 役務費
助成券郵送料等

2,210

助成券封入封緘、特定健診デー
タ管理等 7,136

その他 51 その他
研修会場賃借料、研修会参加負
担金 114

委託料
助成券封入封緘、特定健診デー
タ管理等

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,887

主な
理由 啓発用パンフレットその他消耗品費等の経費を削減したため

合計（Ａ） 14,370 合計（Ｂ） 11,483

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

特定保健指導研修会講師謝礼
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市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
国民健康保険団体連合会負担事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-002

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 連合会負担金
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 国民健康保険団体連合会負担事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
兵庫県国民健康保険団体連合会

意図（どういう状態にしたいのか）
兵庫県国民健康保険団体連合会は、国保法に基づき設立された国保の保険者が共同して国保事業の円滑な推進に寄与す
るために設立された公法人であり、その運営のための保険者負担金を支払う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

国保法に基づき設立された兵庫県国民健康保険団体連合会の運営にかかる費用の明石市負担分。
　
平成21年度実績　　　　　2,132,316円
平成22年度実績　　　　　2,115,684円
平成23年度実績　　　　　2,107,900円
平成24年度実績　　　　　2,110,896円
平成25年度当初予算　　2,208,000円
平成26年度当初予算　　2,208,000円

24決算 2,111 2,268 4,379 0.27 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 0 4,379 正規 0.00

25当初予算 2,208 2,241 4,449 0 0 0 4,449 再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 2,208 2,241 4,449 0 0 0 0.27

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

4,449 任期付 0.00 合計

負担金補助及
び交付金

兵庫県国民健康保険団体連合
会運営にかかる負担金 2,208

負担金補助及
び交付金

区分（節） 内容 金額

兵庫県国民健康保険団体連合
会運営にかかる負担金 2,208

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 2,208 合計（Ｂ） 2,208
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市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
収納率向上特別対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-003

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

総務費 連絡先

項 総務管理費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 収納率向上特別対策費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 収納率向上特別対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険の被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
保険料の納期告知、口座振替促進など、収納対策にかかる各種取り組みを実施する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①保険料の納期告知などの保険料納付促進ＰＲを行う。
国保料納期告知ポスターの作成・掲示　～掲示場所：市内ＪＲ・山電各駅、山陽バス・神姫バス車内、市施設、市内医療機関、郵便局等
②収納率向上のため、口座振替にかかるＰＲを行う。
口座振替勧奨通知の送付　～自主納付者に対して勧奨通知を送付。
③平成23年4月よりマルチペイメントネットワークを活用した口座振替受付サービスを開始し、口座振替率向上を図る。
　
平成21年度実績          4,958,303円
平成22年度実績        10,712,435円
平成23年度実績     　　 6,544,313円
平成24年度実績　　　　　4,644,114円
平成25年度当初予算　　9,214,000円
平成26年度当初予算　　6,512,000円

24決算 4,644 48,750 53,394 4.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 0 53,394 正規 0.00

25当初予算 9,214 48,275 57,489 0 0 0 57,489 再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 6,512 48,275 54,787 0 0 0 9.25

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

54,787 任期付 5.00 合計

報償費
保険料納期告知ポスター図案作
成の謝礼 500 報償費

滞納整理事務（差押対応）、滞納
整理事務研修会参加旅費等 211

区分（節） 内容 金額

保険料納期告知ポスター図案作
成の謝礼 500

旅費
滞納整理事務（差押対応）、滞納
整理事務研修会参加旅費等 276 旅費

口座振替納付促進郵送料、納付
促進ポスター広告料等 3,824

需用費
消耗品費（納付啓発用はがき
他）、印刷製本費(口座振替依頼
書他）

1,720 需用費
消耗品費（納付啓発用はがき
他）、印刷製本費(口座振替依頼
書他）

1,580

役務費
口座振替納付促進郵送料、納付
促進ポスター広告料等 4,694 役務費

滞納整理事務研修会参加負担
金、ＭＰＮ推進協議会年会費 215

委託料
加入促進啓発チラシ、口座振替
依頼書封入封緘委託等 1,874 委託料

口座振替依頼書封入封緘委託
等 182

負担金補助及
び交付金

滞納整理事務研修会参加負担
金、ＭＰＮ推進協議会年会費 150

負担金補助及
び交付金

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,702

主な
理由 委託料の減による（啓発チラシ作成業務を一般管理事務事業へ変更）

合計（Ａ） 9,214 合計（Ｂ） 6,512
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市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
国民健康保険運営協議会運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-004

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

総務費 連絡先

項 運営協議会費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 運営協議会費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 国民健康保険運営協議会運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険運営協議会

意図（どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業の運営にかかる重要事項を審議する運営協議会を運営する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

国保運営協議会の開催にかかる委員報酬、印刷代、会場借上料、筆耕料等。
　
平成21年度実績　　　　　　245,606円　　開催回数　2回
平成22年度実績　　　　　　258,948円　　開催回数　2回
平成23年度実績　　　　　　248,701円　　開催回数　2回
平成24年度実績　　　　　　249,875円　　開催回数　2回
平成25年度当初予算　　　612,000円　　開催回数　4回
平成26年度当初予算　　　507,000円　　開催回数　3回

24決算 250 718 968 0.12 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 0 968 正規 0.00

25当初予算 612 996 1,608 0 0 0 1,608 再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 507 996 1,503 0 0 0 0.12

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

1,503 任期付 0.00 合計

報酬
運営協議会委員報酬

435 報酬

運営協議会参加者旅費
3

区分（節） 内容 金額

運営協議会委員報酬
326

旅費
運営協議会参加者旅費

4 旅費

運営協議会会議録の筆耕料
133

需用費
消耗品（書籍）、食糧費（運営協
議会時お茶） 24 需用費

消耗品（書籍）、食糧費（運営協
議会時お茶） 25

役務費
運営協議会会議録の筆耕料

129 役務費

使用料及び賃
借料

運営協議会会議室使用料
20

使用料及び賃
借料

運営協議会会議室使用料
20

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -105

主な
理由 委員報酬減による(４回→３回）

合計（Ａ） 612 合計（Ｂ） 507
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○

市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者療養給付（現物給付）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-005

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 一般被保険者療養給付費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者療養給付（現物給付）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険の一般被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
一般被保険者が病気やけがをした場合、治癒を目的とした一連の医療サービスを給付する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①被保険者が保険医療機関等を受診する場合、被保険者証を窓口で提示することにより、一部負担金の支払いだけで済むよう医療サー
ビスを提供する。
②医療サービスを行った医療機関等は、一部負担金以外の医療費を、診療報酬明細書（レセプト）により審査機関である兵庫県国民健康
保険団体連合会を経由して、保険者である明石市国民健康保険に対して請求する。
③兵庫県国民健康保険団体連合会で審査された請求に基づく、適正な保険給付費の支払い。
　
平成21年度実績　　　　　15,160,344,163円
平成22年度実績　　　　　15,678,395,931円
平成23年度実績　　　　　16,039,036,100円
平成24年度実績　　　　　16,166,273,230円
平成25年度当初予算　　16,999,000,000円
平成26年度当初予算　　17,238,000,000円

24決算 16,166,273 3,108 16,169,381 0.27 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

4,356,316 0 10,601,751 1,211,314 正規 0.00

25当初予算 16,999,000 2,501 17,001,501 4,376,961 0 11,416,529 1,208,011 再任用 0.00 その他 0.00

26当初予算 17,238,000 2,501 17,240,501 4,499,088 0 11,477,031 0.37

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

1,264,382 任期付 0.10 合計

負担金補助及
び交付金

一般被保険者の療養給付（現物
給付）に要する費用 16,999,000

負担金補助及
び交付金

区分（節） 内容 金額

一般被保険者の療養給付（現物
給付）に要する費用 17,238,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 239,000

主な
理由 一人当たり給付額の見込増による

合計（Ａ） 16,999,000 合計（Ｂ） 17,238,000



59

○

市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
退職被保険者等療養給付（現物給付）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-006

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 退職被保険者等療養給付費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 退職被保険者等療養給付（現物給付）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険の退職被保険者・被扶養者

意図（どういう状態にしたいのか）
退職被保険者・被扶養者が病気やけがをした場合、治癒を目的とした一連の医療サービスを給付する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①被保険者が保険医療機関等を受診する場合、被保険者証を窓口で提示することにより、一部負担金の支払いだけで済むよう医療サー
ビスを提供する。
②医療サービスを行った医療機関等は、一部負担金以外の医療費を、診療報酬明細書（レセプト）により審査機関である兵庫県国民健康
保険団体連合会を経由して、保険者である明石市国民健康保険に対して請求する。
③兵庫県国民健康保険団体連合会で審査された請求に基づく、適正な保険給付費の支払い。
　
平成21年度実績　　　　　1,253,466,258円
平成22年度実績　　　　　1,391,201,828円
平成23年度実績　　　　　1,440,118,021円
平成24年度実績　　　　　1,461,919,564円
平成25年度当初予算　　1,746,000,000円
平成26年度当初予算　　1,790,000,000円

24決算 1,461,920 718 1,462,638 0.07 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 1,461,920 718 正規 0.00

25当初予算 1,746,000 716 1,746,716 0 0 1,746,000 716 再任用 0.00 その他 0.05

26当初予算 1,790,000 716 1,790,716 0 0 1,790,000 0.12

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

716 任期付 0.00 合計

負担金補助及
び交付金

退職被保険者等の療養給付（現
物給付）に要する費用 1,746,000

負担金補助及
び交付金

区分（節） 内容 金額

退職被保険者等の療養給付（現
物給付）に要する費用 1,790,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 44,000

主な
理由 一人当たり給付額の見込み増による

合計（Ａ） 1,746,000 合計（Ｂ） 1,790,000
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○

市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
一般被保険者療養費給付（現金給付）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-007

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 一般被保険者療養費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 一般被保険者療養費給付（現金給付）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険の一般被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
医療サービス（現物給付）でない保険給付で、一般被保険者が、いったん全額自己負担したとき、事後にその費用を給付す
る。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

一般被保険者が次のような場合で、全額自己負担した費用について、事後に国保窓口に申請し、兵庫県国民健康保険団体連合会の
審査により決定の後、自己負担分を除いた額を一般被保険者に給付する。
（1）やむを得ない事情で、保険証を持たずに診療を受けたとき。
（２）コルセットなどの治療用装具を購入したとき。
（３）骨折やねんざなどで、国保を取り扱っていない柔道整復師の施術を受けたとき。
（４）手術などで、輸血に用いた生血代。
（５）医師が必要と認めた、はり・きゅう・あんま・マッサージなどの施術を受けたとき。
（６）海外渡航中に医者にかかったとき。
　
平成21年度実績　　　　　218,600,104円
平成22年度実績　　　　　223,506,695円
平成23年度実績　　　　　228,699,659円
平成24年度実績　　　　　221,759,036円
平成25年度当初予算　　250,200,000円
平成26年度当初予算　　249,400,000円

24決算 221,759 1,750 223,509 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

59,757 0 162,002 1,750 正規 0.00

25当初予算 250,200 1,745 251,945 63,828 0 186,372 1,745 再任用 0.00 その他 0.05

26当初予算 249,400 1,745 251,145 64,512 0 184,888 0.45

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

1,745 任期付 0.30 合計

負担金補助及
び交付金

一般被保険者の療養費（現金給
付）の給付に要する費用 250,200

負担金補助及
び交付金

区分（節） 内容 金額

一般被保険者の療養費（現金給
付）の給付に要する費用 249,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -800

主な
理由 同程度

合計（Ａ） 250,200 合計（Ｂ） 249,400



59

○

市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名

退職被保険者等療養費給付（現金給付）事
業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-008

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

目 退職被保険者等療養費
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 退職被保険者等療養費給付（現金給付）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険の退職被保険者・被扶養者

意図（どういう状態にしたいのか）
医療サービス（現物給付）でない保険給付で、退職被保険者等が、いったん全額自己負担したとき、事後にその費用を給付
する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

退職被保険者等が次のような場合で、全額自己負担した費用について、事後に国保窓口に申請し、兵庫県国民健康保険団体連合会の審
査により
決定の後、自己負担分を除いた額を退職被保険者等に給付する。
（1）やむを得ない事情で、保険証を持たずに診療を受けたとき。
（２）コルセットなどの治療用装具を購入したとき。
（３）骨折やねんざなどで、国保を取り扱っていない柔道整復師の施術を受けたとき。
（４）手術などで、輸血に用いた生血代。
（５）医師が必要と認めた、はり・きゅう・あんま・マッサージなどの施術を受けたとき。
（６）海外渡航中に医者にかかったとき。
　
平成21年度実績　　　　　11,588,610円
平成22年度実績　　　　　15,459,131円
平成23年度実績　　　　　16,475,978円
平成24年度実績　　　　　13,858,115円
平成25年度当初予算　　19,100,000円
平成26年度当初予算　　19,600,000円

24決算 13,858 1,750 15,608 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 13,858 1,750 正規 0.00

25当初予算 19,100 1,745 20,845 0 0 19,100 1,745 再任用 0.00 その他 0.05

26当初予算 19,600 1,745 21,345 0 0 19,600 0.45

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

1,745 任期付 0.30 合計

負担金補助及
び交付金

退職被保険者等の療養費（現金
給付）に要する費用 19,100

負担金補助及
び交付金

区分（節） 内容 金額

退職被保険者等の療養費（現金
給付）に要する費用 19,600

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 500

主な
理由 同程度

合計（Ａ） 19,100 合計（Ｂ） 19,600



○

市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
診療報酬審査手数料支払事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-009

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 審査支払手数料
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 診療報酬審査手数料支払事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
兵庫県国民健康保険団体連合会

意図（どういう状態にしたいのか）
被保険者が保険医療機関等で受けた医療サービスの内容（診療報酬）の審査にかかる経費を支払う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

保険医療機関等が作成した保険者に対し請求する医療サービスのレセプトについて、国保連合会が審査した件数に応じて支払う手数料。

平成21年度実績　　　　　58,898,461円
平成22年度実績　　　　　60,098,018円
平成23年度実績　　　　　53,088,741円
平成24年度実績　　　　　51,153,290円
平成25年度当初予算　　55,800,000円
平成26年度当初予算　　55,900,000円

24決算 51,153 260 51,413 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 51,153 260 正規 0.00

25当初予算 55,800 270 56,070 0 0 55,800 270 再任用 0.00 その他 0.10

26当初予算 55,900 270 56,170 0 0 55,900 0.10

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

270 任期付 0.00 合計

役務費
診療報酬、療養費等の審査・支
払いに要する手数料 55,800 役務費

区分（節） 内容 金額

診療報酬、療養費等の審査・支
払いに要する手数料 55,900

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 100

主な
理由 件数増による

合計（Ａ） 55,800 合計（Ｂ） 55,900



○

市民・健康部国民健康保険課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
診療報酬請求システム開発費負担事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-010

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

連絡先 (078)918-5021

保険給付費 連絡先

項 療養諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 審査支払手数料
根拠法令
・要綱等

国民健康保険法事業 診療報酬請求システム開発費負担事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
兵庫県国民健康保険団体連合会

意図（どういう状態にしたいのか）
兵庫県内の保険者が共同して行う国民健康保険団体連合会（国保連合会）のレセプト電算処理にかかる開発費用を負担す
る。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

国保連合会が行う診療報酬審査支払事業にかかるシステム開発費用の、レセプト処理件数に応じた負担金。

平成21年度実績　　　　　　804,312円
平成22年度実績　　　　　　806,091円
平成23年度実績　　　　　　819,064円
平成24年度実績　　　　　　825,975円
平成25年度当初予算　　　900,000円
平成26年度当初予算　　1,000,000円

24決算 826 260 1,086 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 826 260 正規 0.00

25当初予算 900 270 1,170 0 0 900 270 再任用 0.00 その他 0.10

26当初予算 1,000 270 1,270 0 0 1,000 0.10

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

270 任期付 0.00 合計

役務費
レセプト電算システム開発経費
の保険者負担経費 900 役務費

区分（節） 内容 金額

レセプト電算システム開発経費
の保険者負担経費 1,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 100

主な
理由 件数増による

合計（Ａ） 900 合計（Ｂ） 1,000



50

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 141,900

主な
理由 一人当たり給付額の見込増による

合計（Ａ） 1,881,100 合計（Ｂ） 2,023,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

一般被保険者の高額療養費に
要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

一般被保険者の高額療養費に
要する費用 2,023,0001,881,100

任期付 0.3026当初予算 2,023,000 2,440 2,025,440 合計 0.50523,296 0 1,499,704 2,440

その他 0.00479,892 0 1,401,208 2,44025当初予算 1,881,100 2,440 1,883,540

正規 0.202,200

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 1,775,473 2,200 1,777,673 478,436 0 1,297,037

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

①自己負担限度額を超える世帯に対し、その該当を通知し、申請を勧奨するとともに、申請により高額療養費を支給する。
②一般被保険者に限度額適用認定証等を発行し、１医療機関での自己負担額を限度額までに抑えるとともに、発生した
高額療養費額については、保険者より国保連合会を通じて医療機関へ支払う。
平成21年度実績　　　　　1,525,075,503円
平成22年度実績　　　　　1,641,968,158円
平成23年度実績　　　　　1,742,330,206円
平成24年度実績　　　　　1,775,473,128円
平成25年度当初予算　　1,881,100,000円
平成26年度当初予算　　2,023,000,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
一般被保険者のうち一部負担金の額が自己負担額を超えた者

意図（どういう状態にしたいのか）
療養の給付について一部負担金の額が自己負担限度額を超える場合に、その超える額を支給することにより被保険者の負
担軽減を図る。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 一般被保険者高額療養費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 高額療養費 自治/法定

目 一般被保険者高額療養費

一般被保険者高額療養費給付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-011

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



59

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -5,800

主な
理由 退職被保険者数の見込減による

合計（Ａ） 252,200 合計（Ｂ） 246,400

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

退職被保険者等の高額療養費
に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

退職被保険者等の高額療養費
に要する費用 246,400252,200

任期付 0.3026当初予算 246,400 2,440 248,840 合計 0.500 0 246,400 2,440

その他 0.000 0 252,200 2,44025当初予算 252,200 2,440 254,640

正規 0.202,200

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 210,339 2,200 212,539 0 0 210,339

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

①自己負担限度額を超える世帯に対し、その該当を通知し、申請を勧奨するとともに、申請により高額療養費を支給する。
②退職被保険者に限度額適用認定証等を発行し、１医療機関での自己負担額を限度額までに抑えるとともに、発生した
高額療養費額については、保険者より国保連合会を通じて医療機関へ支払う。
　
平成21年度実績　　　　　135,712,288円
平成22年度実績　　　　　182,242,031円
平成23年度実績　　　　　189,025,370円
平成24年度実績　　　　　210,339,472円
平成25年度当初予算　　252,200,000円
平成26年度当初予算　　246,400,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
退職被保険者・被扶養者のうち一部負担金の額が自己負担額を超えた者

意図（どういう状態にしたいのか）
療養の給付について一部負担金の額が自己負担限度額を超える場合に、その超える額を支給することにより被保険者の負
担軽減を図る。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 退職被保険者等高額療養費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 高額療養費 自治/法定

目 退職被保険者等高額療養費

退職被保険者等高額療養費給付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-012

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



20

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 2,000 合計（Ｂ） 2,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

一般被保険者の高額介護合算
療養費に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

一般被保険者の高額介護合算
療養費に要する費用 2,0002,000

任期付 0.3026当初予算 2,000 2,440 4,440 合計 0.50516 0 1,484 2,440

その他 0.00509 0 1,491 2,44025当初予算 2,000 2,440 4,440

正規 0.202,200

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 1,205 2,200 3,405 324 0 881

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

①高額介護合算療養費に該当する世帯に対し、その該当を通知し、申請を勧奨するとともに、申請により高額介護合算療養費を支給す
る。
②高額介護合算療養費にかかる介護保険の支給額を計算し、高年介護室へ通知する。

平成21年度実績　　　　　　　276,524円
平成22年度実績　　　　　　　334,611円
平成23年度実績　　　　　　　670,044円
平成24年度実績　　　　　　1,204,490円
平成25年度当初予算　　　2,000,000円
平成26年度当初予算　　　2,000,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険と介護保険を利用する一般被保険者で、それぞれの限度額を適用後、なお残る自己負担額を1年間合算し一
定の限度額を超えた者

意図（どういう状態にしたいのか）
国民健康保険と介護保険を利用する者の負担軽減のため、それぞれの限度額を適用後、なお残る自己負担額を1年間合算
し一定の限度額を超えた場合に支給する高額介護合算療養費の国保負担分。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 一般被保険者高額介護合算療養費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 高額療養費 自治/法定

目 一般被保険者高額介護合算療養費

一般被保険者高額介護合算療養費給付事
業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-013

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



20

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 1,000 合計（Ｂ） 1,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

退職被保険者等の高額介護合
算療養費に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

退職被保険者等の高額介護合
算療養費に要する費用 1,0001,000

任期付 0.3026当初予算 1,000 2,440 3,440 合計 0.500 0 1,000 2,440

その他 0.000 0 1,000 2,44025当初予算 1,000 2,440 3,440

正規 0.202,200

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 43 2,200 2,243 0 0 43

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

①高額介護合算療養費に該当する世帯に対し、その該当を通知し、申請を勧奨するとともに、申請により高額介護合算療養費を支給す
る。
②高額介護合算療養費にかかる介護保険の支給額を計算し、高年介護室へ通知する。

平成21年度実績                    0円
平成22年度実績               1,575円
平成23年度実績　　　    　　　　　0円
平成24年度実績　　　　　　 43,262円
平成25年度当初予算　　1,000,000円
平成26年度当初予算　　1,000,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険と介護保険を利用する退職被保険者・被扶養者、それぞれの限度額を適用後、なお残る自己負担額を1年間
合算し一定の限度額を超えた者

意図（どういう状態にしたいのか）
国民健康保険と介護保険を利用する者の負担軽減のため、それぞれの限度額を適用後、なお残る自己負担額を1年間合算
し一定の限度額を超えた場合に支給する高額介護合算療養費の国保負担分。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 退職被保険者等高額介護合算療養費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 高額療養費 自治/法定

目 退職被保険者等高額介護合算療養費

退職被保険者等高額介護合算療養費給付
事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-014

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



6

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 300 合計（Ｂ） 300

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

一般被保険者の移送費に要す
る費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

一般被保険者の移送費に要す
る費用 300300

任期付 0.0026当初予算 300 415 715 合計 0.0576 0 224 415

その他 0.0075 0 225 41525当初予算 300 415 715

正規 0.05420

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 420 420 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

負傷、疾病などにより移動が困難な状態の被保険者が、医師の指示により緊急性があって移送が行われた場合、事後に国保の窓口に申
請し、兵庫県国民健康保険団体連合会で審査の上、移送にかかった費用を給付する。

　
平成21年度実績　　　　　　   19,530円
平成22年度実績　　　　   1,968,620円
平成23年度実績　　　　　　　　      0円
平成24年度実績　　　　　　　　　　　0円
平成25年度当初予算　　　　300,000円
平成26年度当初予算　　　　300,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
負傷、疾病等により移動が困難であり、緊急の必要性があって移送の必要のある一般被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
負傷、疾病等により移動が困難であり、緊急の必要性があって移送された場合、移送に要した費用を給付する。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 一般被保険者移送費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 移送費 自治/法定

目 一般被保険者移送費

一般被保険者移送費給付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-015

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



6

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 50 合計（Ｂ） 50

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

退職被保険者等の移送費に要
する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

退職被保険者等の移送費に要
する費用 5050

任期付 0.0026当初予算 50 415 465 合計 0.050 0 50 415

その他 0.000 0 50 41525当初予算 50 415 465

正規 0.05420

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 420 420 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

負傷、疾病などにより移動が困難な状態の被保険者が、医師の指示により緊急性があって移送が行われた場合、事後に国保の窓口に申
請し、兵庫県国民健康保険団体連合会で審査の上、移送にかかった費用を給付する。

平成21年度実績                0円
平成22年度実績　　　　　　　　0円
平成23年度実績  　　　　　　　0円
平成24年度実績　　　　　　　　0円
平成25年度当初予算　　50,000円
平成26年度当初予算　　50,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
負傷、疾病等により移動が困難であり、緊急の必要性があって移送の必要のある退職被保険者・被扶養者

意図（どういう状態にしたいのか）
負傷、疾病等により移動が困難であり、緊急の必要性があって移送された場合、移送に要した費用を給付する。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 退職被保険者等移送費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 移送費 自治/法定

目 退職被保険者等移送費

退職被保険者等移送費給付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-016

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



34

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,623

主な
理由 出産見込件数の減による

合計（Ａ） 147,074 合計（Ｂ） 142,451

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

出産育児一時金の支払手数料
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

役務費

内容 金額

役務費
出産育児一時金の支払手数料

71

負担金補助及
び交付金

出産育児一時金の支給に要す
る費用 142,380

74

負担金補助及
び交付金

出産育児一時金の支給に要す
る費用 147,000

任期付 0.0026当初予算 142,451 1,660 144,111 合計 0.200 0 47,531 96,580

その他 0.000 0 49,075 99,65925当初予算 147,074 1,660 148,734

正規 0.2074,740

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 112,522 1,680 114,202 250 0 39,212

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

被保険者が出産（妊娠12週以降）したとき、申請に基づき出産育児一時金（39万円）を支給する。
産科医療補償制度に加入している分娩機関での出産の場合は、3万円を加算する。
　
平成21年度実績　　　　312件　121,827,928円
平成22年度実績　　　　269件　111,983,332円
平成23年度実績　　　　292件　122,080,388円
平成24年度実績　　　　265件　112,522,312円
平成25年度当初予算　350件　147,074,000円
平成26年度当初予算　339件　142,451,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
出産をする被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
被保険者の出産に関し、出産費用の負担軽減のため出産育児一時金を支給する。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法、出産育児一時金等の医療機
関等への直接支払制度実施要綱

事業 出産育児一時金給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 出産育児諸費 自治/法定

目 出産育児一時金

出産育児一時金給付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-017

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



34

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 9,000

主な
理由 死亡見込件数の増による

合計（Ａ） 21,000 合計（Ｂ） 30,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

葬祭費の支給に要する費用
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

葬祭費の支給に要する費
30,00021,000

任期付 0.0026当初予算 30,000 1,660 31,660 合計 0.200 0 30,000 1,660

その他 0.000 0 21,000 1,66025当初予算 21,000 1,660 22,660

正規 0.201,680

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 22,500 1,680 24,180 0 0 22,500

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

被保険者が死亡したとき、葬祭を行った人に申請により、葬祭費（５万円）を支給する。

平成21年度実績　　　　432件　21,600,000円
平成22年度実績　　　　440件　22,000,000円
平成23年度実績　　　　398件　19,900,000円
平成24年度実績　　　　450件　22,500,000円
平成25年度当初予算　420件　21,000,000円
平成26年度当初予算　600件　30,000,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
死亡した被保険者の葬祭執行者

意図（どういう状態にしたいのか）
被保険者が死亡した場合、葬祭を行った人に葬祭費を支給する。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 葬祭費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 葬祭諸費 自治/法定

目 葬祭費

葬祭費給付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-018

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 300 合計（Ｂ） 300

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

結核療養付加金の支給に要す
る費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

結核療養付加金の支給に要す
る費用 300300

任期付 0.0026当初予算 300 1,660 1,960 合計 0.200 0 300 1,660

その他 0.000 0 300 1,66025当初予算 300 1,660 1,960

正規 0.201,680

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 94 1,680 1,774 0 0 94

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

結核患者に対する公費負担医療の患者負担分（医療費の５％）を給付する。
　
平成21年度実績　　　　　　91,166円
平成22年度実績　　　　　　33,372円
平成23年度実績　　　　　　63,563円
平成24年度実績　　　　　　93,382円
平成25年度当初予算　　300,000円
平成26年度当初予算　　300,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
被保険者のうち結核患者

意図（どういう状態にしたいのか）
結核患者の公費負担が医療費の９５％であるため、５％の患者負担分について患者負担を発生させないよう被保険者証の
提示により現物給付で提供する。

個別計画 委託 指定管理

款 保険給付費 連絡先

国民健康保険法事業 結核医療付加金給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 結核医療諸費 自治/法定

目 結核医療付加金

結核医療付加金給付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-019

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



20

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 219,345

主な
理由 一人当たり支援金の増による

合計（Ａ） 3,745,000 合計（Ｂ） 3,964,345

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

後期高齢者医療制度に係る財
源確保の支援に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

後期高齢者医療制度に係る財
源確保の支援に要する費用 3,964,3453,745,000

任期付 0.0026当初予算 3,964,345 2,158 3,966,503 合計 0.261,915,034 0 1,832,658 218,811

その他 0.001,635,134 0 1,895,172 216,85225当初予算 3,745,000 2,158 3,747,158

正規 0.26216,418

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 3,509,659 2,184 3,511,843 1,575,544 0 1,719,881

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

社会保険診療報酬支払基金より示される後期高齢者支援金を支払う。
（平成22年度からは２年前の精算額も加わり、当年度概算額＋前々年度精算額を支払う。）

平成21年度実績　　　　　3,184,498,133円
平成22年度実績　　　　　2,932,387,617円
平成23年度実績　　　　　3,210,970,364円
平成24年度実績　　　　　3,509,658,791円
平成25年度当初予算　　3,745,000,000円
平成26年度当初予算　　3,964,345,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
社会保険診療報酬支払基金

意図（どういう状態にしたいのか）
後期高齢者医療制度を支援するための費用を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 後期高齢者支援金 連絡先

国民健康保険法事業 後期高齢者支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 後期高齢者支援金 自治/法定

目 後期高齢者支援金

後期高齢者支援事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-020

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



20

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 69

主な
理由 一人当たり算定基礎額の増による

合計（Ａ） 291 合計（Ｂ） 360

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

後期高齢者医療制度に係る財
源確保の支援に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

後期高齢者医療制度に係る財
源確保の支援に要する費用 360291

任期付 0.0026当初予算 360 2,158 2,518 合計 0.260 0 360 2,158

その他 0.000 0 291 2,15825当初予算 291 2,158 2,449

正規 0.262,184

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 264 2,184 2,448 0 0 264

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

社会保険診療報酬支払基金より示された高齢者医療関係事務費を支払う。

平成21年度実績　　　　　433,336円
平成22年度実績　　　　　375,320円
平成23年度実績　　　　　315,616円
平成24年度実績　　　　　263,995円
平成25年度当初予算　　291,000円
平成26年度当初予算　　360,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
社会保険診療報酬支払基金

意図（どういう状態にしたいのか）
後期高齢者支援金等に関する事務費を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 後期高齢者支援金 連絡先

国民健康保険法事業 後期高齢者関係事務費拠出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 後期高齢者支援金 自治/法定

目 後期高齢者関係事務費拠出金

後期高齢者関係事務費拠出事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-021

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



20

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,358

主な
理由 一人当たり負担調整対象額の増による

合計（Ａ） 4,498 合計（Ｂ） 6,856

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

前期高齢者の医療費に係る財
政調整に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

前期高齢者の医療費に係る財
政調整に要する費用 6,8564,498

任期付 0.0026当初予算 6,856 2,158 9,014 合計 0.260 0 6,856 2,158

その他 0.000 0 4,498 2,15825当初予算 4,498 2,158 6,656

正規 0.262,184

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 3,418 2,184 5,602 0 0 3,418

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

社会保険診療報酬支払基金より示された前期高齢者納付金を支払う。
（平成22年度からは2年前の精算額も加わり、当年度概算額＋前々年度精算額を支払う。）
　
平成21年度実績　　　　　8,666,746円
平成22年度実績　　　　　4,720,757円
平成23年度実績　　　　　9,206,050円
平成24年度実績　　　　　3,418,103円
平成25年度当初予算　　4,498,000円
平成26年度当初予算　　6,856,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
社会保険診療報酬支払基金

意図（どういう状態にしたいのか）
前期高齢者(65歳～74歳）医療給付費にかかる財政調整の費用を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 前期高齢者納付金 連絡先

国民健康保険法事業 前期高齢者納付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 前期高齢者納付金 自治/法定

目 前期高齢者納付金

前期高齢者納付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-022

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



20

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 40

主な
理由 一人当たり算定基礎額の増による

合計（Ａ） 258 合計（Ｂ） 298

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

前期高齢者納付金に関する事
務に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

前期高齢者納付金に関する事
務に要する費用 298258

任期付 0.0026当初予算 298 2,158 2,456 合計 0.260 0 298 2,158

その他 0.000 0 258 2,15825当初予算 258 2,158 2,416

正規 0.262,184

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 257 2,184 2,441 0 0 257

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

社会保険診療報酬支払基金より示された前期高齢者関係事務費拠出金を支払う。

平成21年度実績　　　　　389,269円
平成22年度実績　　　　　368,102円
平成23年度実績　　　　　308,443円
平成24年度実績　　　　　256,860円
平成25年度当初予算　　258,000円
平成26年度当初予算　　298,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
社会保険診療報酬支払基金

意図（どういう状態にしたいのか）
前期高齢者医療制度にかかる事務費を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 前期高齢者納付金 連絡先

国民健康保険法事業 前期高齢者関係事務費拠出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 前期高齢者納付金 自治/法定

目 前期高齢者関係事務費拠出金

前期高齢者関係事務費拠出事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-023

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



59

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,000

主な
理由 精算額の見込減による

合計（Ａ） 5,000 合計（Ｂ） 1,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

老人保健拠出金に係る精算額
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

老人保健拠出金に係る精算額
1,0005,000

任期付 0.0026当初予算 1,000 498 1,498 合計 0.060 0 1,000 498

その他 0.000 0 5,000 49825当初予算 5,000 498 5,498

正規 0.06504

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 504 504 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

社会保険診療報酬支払基金より示された老人保健拠出金精算額を支払う。
（平成19年度で廃止された老人保健制度の精算が平成22年度でほぼ終了したが、過誤調整等残務処理が残っているため当面事業は継
続される。）

平成21年度実績      117,748,122円
平成22年度実績        20,935,225円
平成23年度実績                    0円
平成24年度実績　　　　　　　　　　0円
平成25年度当初予算　  5,000,000円
平成26年度当初予算　　1,000,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
社会保険診療報酬支払基金

意図（どういう状態にしたいのか）
平成19年度で廃止された老人保健制度について精算処理はほぼ終了したが、過誤調整等残務処理の精算額を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 老人保健拠出金 連絡先

国民健康保険法事業 老人保健医療費拠出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 老人保健拠出金 自治/法定

目 老人保健医療費拠出金

老人保健医療費拠出事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-024

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



59

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 300 合計（Ｂ） 300

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

老人保健拠出金精算事務に要
する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

老人保健拠出金精算事務に要
する費用 300300

任期付 0.0026当初予算 300 498 798 合計 0.060 0 300 498

その他 0.000 0 300 49825当初予算 300 498 798

正規 0.061,344

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 162 1,344 1,506 0 0 162

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

社会保険診療報酬支払基金より示された老人保健事務費拠出金を支払う。
（平成19年度で廃止された老人保健制度の精算が平成22年度でほぼ終了したが、過誤調整等残務処理が残っているため当面事業は継
続される。）

平成21年度実績　　　　　　240,187円
平成22年度実績　　　　　　200,872円
平成23年度実績　　　　　　191,116円
平成24年度実績　　　　　　162,069円
平成25年度当初予算　　　300,000円
平成26年度当初予算　　　300,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
社会保険診療報酬支払基金

意図（どういう状態にしたいのか）
平成19年度で廃止された老人保健制度にかかる拠出金精算事務の国保負担分として、事務費を支払う。
（平成19年度で廃止された老人保健制度の精算が平成22年度でほぼ終了したが、過誤調整等残務処理が残っているため
当面事業は継続される。）

個別計画 委託 指定管理

款 老人保健拠出金 連絡先

国民健康保険法事業 老人保健事務費拠出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 老人保健拠出金 自治/法定

目 老人保健事務費拠出金

老人保健事務費拠出事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-025

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



12

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 35,885

主な
理由 一人当たり納付金の増による

合計（Ａ） 1,541,066 合計（Ｂ） 1,576,951

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

介護給付費拠出に要する費用
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

介護給付費拠出に要する費用
1,576,9511,541,066

任期付 0.0026当初予算 1,576,951 1,660 1,578,611 合計 0.20788,476 0 699,790 90,345

その他 0.00770,533 0 681,476 90,71725当初予算 1,541,066 1,660 1,542,726

正規 0.2090,366

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 1,392,597 1,680 1,394,277 687,394 0 616,517

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

社会保険診療報酬支払基金より示された介護納付金を支払う。

平成21年度実績　　　　　1,132,475,203円
平成22年度実績　　　　　1,190,682,219円
平成23年度実績　　　　　1,295,648,112円
平成24年度実績　　　　　1,392,597,019円
平成25年度当初予算　　1,541,066,000円
平成26年度当初予算　　1,576,951,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
社会保険診療報酬支払基金

意図（どういう状態にしたいのか）
介護保険制度にかかる第2号被保険者の保険料としての介護納付金を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 介護納付金 連絡先

国民健康保険法事業 介護納付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 介護納付金 自治/法定

目 介護納付金

介護納付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-026

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



58

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -93,024

主な
理由 対象医療費減による

合計（Ａ） 792,068 合計（Ｂ） 699,044

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

高額医療費共同事業に係る拠
出金に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

高額医療費共同事業に係る拠
出金に要する費用 699,044792,068

任期付 0.0026当初予算 699,044 1,660 700,704 合計 0.20349,522 0 349,522 1,660

その他 0.00396,034 0 396,034 1,66025当初予算 792,068 1,660 793,728

正規 0.201,680

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 600,953 1,680 602,633 302,092 0 298,861

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

１件８０万円を超える高額な医療費に対する再保険事業として連合会に拠出金を支払う。
　
平成21年度実績　　　　　469,911,454円
平成22年度実績　　　　　570,595,387円
平成23年度実績　　　　　617,559,047円
平成24年度実績　　　　　600,952,550円
平成25年度当初予算　　792,068,000円
平成26年度当初予算　　699,044,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
兵庫県国民健康保険団体連合会

意図（どういう状態にしたいのか）
１件８０万円を超えるレセプトにかかる一定の費用を各保険者で再配分するための保険者拠出金として、兵庫県国民健康保
険団体連合会に拠出金を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 共同事業拠出金 連絡先

国民健康保険法事業 高額医療費共同事業拠出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 共同事業拠出金 自治/法定

目 高額医療費拠出金

高額医療費共同事業拠出事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-027

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



18

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -148,746

主な
理由 対象医療費の減による

合計（Ａ） 2,853,510 合計（Ｂ） 2,704,764

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

保険財政共同安定化事業に係
る拠出金に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

内容 金額

負担金補助及
び交付金

保険財政共同安定化事業に係
る拠出金に要する費用 2,704,7642,853,510

任期付 0.0026当初予算 2,704,764 1,660 2,706,424 合計 0.200 0 2,704,764 1,660

その他 0.000 0 2,853,510 1,66025当初予算 2,853,510 1,660 2,855,170

正規 0.201,680

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 2,506,079 1,680 2,507,759 0 0 2,506,079

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

高額医療費共同事業を補完することを目的に、１件３０万円～８０万円までの医療費に対する再保険事業として連合会に拠出金を支払う。

平成21年度実績　　　　　2,360,251,506円
平成22年度実績　　　　　2,528,650,177円
平成23年度実績　　　　　2,540,827,366円
平成24年度実績　　　　　2,506,079,201円
平成25年度当初予算　　2,853,510,000円
平成26年度当初予算　　2,704,764,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
兵庫県国民健康保険団体連合会

意図（どういう状態にしたいのか）
１件30万円～80万円までのレセプトにかかる一定の費用を各保険者で再配分するための保険者拠出金として、兵庫県国民
健康保険団体連合会に拠出金を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 共同事業拠出金 連絡先

国民健康保険法事業 保険財政共同安定化事業拠出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 共同事業拠出金 自治/法定

目 保険財政共同安定化事業拠出金

保険財政共同安定化事業拠出事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-028

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



20

○

○

連絡先 (078)918-5657

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
特定健康診査・特定保健指導事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0127004000-031

予算所管課 市民・健康部健康推進課

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 特定健康診査・特定保健指導事業費 自治/法定

目 特定健康診査・特定保健指導事業費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 保健事業費 連絡先

高齢者の医療の確保に関する法律事業 特定健康診査・特定保健指導事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
○特定健康診査　　明石市国民健康保険に加入しており、当該年度末時点40歳以上の人。
○特定保健指導　　特定健康診査の結果、積極的支援及び動機づけ支援が必要であるとされた人。

意図（どういう状態にしたいのか）
健康診査の実施によりメタボリックシンドローム該当者及びその予備群を早期に発見・保健指導を行うことで、生活習慣病を
予防し、将来的な医療費の適正化を図る。同時に、生活習慣病の早期発見、早期治療に努め、心身の健康の保持増進と医
療費の適正化につなげる。

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

○特定健康診査
　①検査項目＜問診、身体計測、血圧測定、尿検査、血液検査、医師の診察＞を実施。健診結果を医療機関より直接説明。
　②明石市医師会及び兵庫県厚生農業協同組合連合会に委託。
　③5月に対象者に受診券を送付し、翌年3月までに受診する。
　④各医療機関で通年実施。市内111医療機関で実施。その他保健センターで実施。また地域のニーズにこたえるため地域への出前健診
　　　をコミセン等で実施。
　⑤自己負担額・・・平成23年度より無料
　⑥平成23年度・・・10,845人受診（受診率22.9％）／ 平成24年度・・・11,112人受診（受診率23.4％）
　　 平成25年度・・・12,404人受診見込み（受診率26.1％）
 
○特定保健指導
　①個別面接・集団面接・電話・E-mail等による６ヶ月以上の生活習慣改善支援を実施。
　②明石市医師会に委託及び保健センターでの直営実施。
　③特定健康診査の結果、保健指導が必要となった人に対し、健診結果の説明と合わせて、特定保健指導を実施。
　　 健診結果の説明と同時に実施できない場合は、後日別医療機関又は保健センターで実施。
　④ 自己負担額・・・無料
　⑤平成23年度・・・329人利用（利用率18.3%）／ 平成24年度・・・359人利用（利用率27.4％）
 　　平成25年度・・・444人受診見込み（受診率35.0％）
 
◆平成25年3月に、平成25年から平成29年度を計画期間とする「第2期明石市国民健康保険特定健康診査等実施計画」を策定。
◆第2期計画の策定に伴い、平成25年度より検査項目を追加。（血清クレアチニン値、尿酸値、尿潜血、e-GFR）

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.10

一般財源

24決算 87,146 11,978 99,124 66,102 0 21,044

25当初予算 127,760 12,051 139,811

正規 1.2711,978

再任用 0.00 その他 0.3065,852 0 61,908 12,051

合計 1.8764,198 0 65,914 12,051

127,760

任期付 0.2026当初予算 130,112 12,051 142,163

内容 金額

委託料
特定健康診査・特定保健指導業
務委託料 130,1122

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

委託料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,352

主な
理由 消費税率の５％から８％への引上げに伴うもの

合計（Ａ） 127,760 合計（Ｂ） 130,112

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

特定健康診査・特定保健指導業
務委託料



○

○

特定健診・保健指導未
受診者対策

国保保健事業として、特定健診・特定保健指導未受診者対策
及び生活習慣病の1次予防に重点を置いた取り組みを行う。

特定健診未受
診者等に対し
受診啓発文書
を送付

特定健診未受
診者等に対し
受診啓発文書
を送付

特定健診未受
診者等に対し
受診啓発文書
を送付ジェネリック医薬品の啓

発・推進
国保加入手続き時に「ジェネリック医薬品希望カード」を配付
する。また、ジェネリック医薬品に変更した場合の自己負担軽
減額を記載した個人宛通知を送付する。

ジェネリック医
薬品差額通知
を個別に送付

ジェネリック医
薬品差額通知
を個別に送付

ジェネリック医
薬品差額通知
を個別に送付

「医療費のお知らせ」の
送付

被保険者へ健康に対する認識を深めてもらうため、2ヶ月に1
度、該当する全世帯に「医療費のお知らせ」を送付する。

年6回送付
送付件数
195,266件

年6回送付
送付見込件数
204,000件

年6回送付
送付見込件数
204,000件

レセプト点検 医療費適正化の観点から、レセプト内容点検を行い、疑義の
生じたレセプトについては再審査を依頼する。

再審査依頼件
数8,513件

再審査依頼件
数見込9,600件

再審査依頼件
数見込9,600件

健康パンフレットの配付 健康パンフレット等を購入し、被保険者に配布する。（医療の
受け方等のパンフレット）

被保険者全世
帯に配布

被保険者全世
帯に配布

被保険者全世
帯に配布

人間ドックの助成 人間ドックにかかる費用の約7割を助成する（明石市医師会に
委託）。5月より先着順に受付。26年度助成額（当初予算額）
一般検診…49,200円、一般検診+婦人科検診60,900円

助成受付定員
500人

助成受付定員
500人

助成受付定員
500人

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

24年度 25年度 26年度

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 515

主な
理由 保健事業用備品購入費の増による

合計（Ａ） 65,956 合計（Ｂ） 66,471

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

保健師、看護師、栄養士による
特定健診・保健指導の受診勧奨

保健指導用機器レンタル料、健
診会場使用料 161

備品購入費
保健指導用器材の購入

5,000

使用料及び賃
借料

保健指導用機器レンタル料、健
診会場使用料 157

使用料及び賃
借料

医療費通知及びジェネリック医
薬品差額通知の郵送料等 16,066

委託料
人間ドック、レセプト点検、ジェネ
リック医薬品差額通知の委託料
等

45,927 委託料
人間ドック、レセプト点検の委託
料等 41,414

役務費
医療費通知及びジェネリック医
薬品差額通知の郵送料等 16,125 役務費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

内容 金額

報償費
保健師、看護師、栄養士による
特定健診・保健指導の受診勧奨 283

需用費
パンフレット等購入費、人間ドッ
ク申請書等の印刷製本費等 3,547

246

需用費
パンフレット等購入費、人間ドッ
ク申請書等の印刷製本費等 3,501

任期付 0.2026当初予算 66,471 4,940 71,411 合計 0.8013,513 0 52,958 4,940

その他 0.1013,736 0 52,220 4,94025当初予算 65,956 4,940 70,896

正規 0.506,720

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 47,890 6,720 54,610 11,863 0 36,027

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険の被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
被保険者の健康増進及び将来の医療費抑制のため、健康診査や人間ドックの助成を実施するほか、医療費適正化の観点
からレセプト点検、医療費通知の送付などの事業を行う。

個別計画 委託 指定管理

款 保健事業費 連絡先

国民健康保険法事業 保健衛生普及事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 保健事業費 自治/法定

目 保健衛生普及費

保健衛生普及事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-029

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



12

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 100 合計（Ｂ） 100

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

基金積立金利子の積立
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

積立金

内容 金額

積立金
基金積立金利子の積立

100100

任期付 0.0026当初予算 100 581 681 合計 0.070 0 100 581

その他 0.000 0 100 58125当初予算 100 581 681

正規 0.07588

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 66 588 654 0 0 66

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

年度中に基金運用により生じた収益を基金に積み立てる。

平成21年度実績　　　　運用益 　28,375円　　介護従事者処遇改善臨時特例交付金19,032,235円
平成22年度実績　　　　運用益　969,000円　　介護従事者処遇改善臨時特例交付金10,450,237円
平成23年度実績　　　　運用益　125,644円
平成24年度実績　　　　運用益　  66,340円
平成25年度当初予算　運用益　100,000円
平成26年度当初予算　運用益　100,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市国民健康保険事業基金

意図（どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業基金の運用益を基金に積み立てる。

個別計画 委託 指定管理

款 基金積立金 連絡先

国民健康保険法事業 国民健康保険事業基金積立金

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 基金積立金 自治/法定

目 基金積立金

国民健康保険事業基金積立金
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-030

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 1 合計（Ｂ） 1

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

一時借入金利子
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

内容 金額

償還金利子及
び割引料

一時借入金利子
11

任期付 0.0026当初予算 1 0 1 合計 0.000 0 1 0

その他 0.000 0 1 025当初予算 1 0 1

正規 0.000

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

国民健康保険事業運営に予算不足が生じた場合に借り入れる経費にかかる利子を支払う。

　
平成21年度実績　　　　　　　　0円
平成22年度実績　　　　　　　　0円
平成23年度実績　　　　　　　　0円
平成24年度実績　　　　　　　　0円
平成25年度当初予算　　 1,000円
平成26年度当初予算　　 1,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
兵庫県国民健康保険団体連合会

意図（どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業運営に予算不足が生じた場合に借り入れる経費にかかる利子を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 公債費 連絡先

国民健康保険法事業 一時借入金利子

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 公債費 自治/法定

目 利子

一時借入金利子
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-031

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



34

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,830

主な
理由 還付発生見込の減による

合計（Ａ） 34,640 合計（Ｂ） 32,810

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

一般被保険者の過年度保険料
過誤納の還付に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

内容 金額

償還金利子及
び割引料

一般被保険者の過年度保険料
過誤納の還付に要する費用 32,81034,640

任期付 0.0026当初予算 32,810 2,905 35,715 合計 0.350 0 32,810 2,905

その他 0.000 0 34,640 2,90525当初予算 34,640 2,905 37,545

正規 0.352,360

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 22,286 2,360 24,646 0 0 22,286

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

保険料賦課額の変動により納め過ぎとなった過年度保険料を、申請により還付する。

平成21年度実績　　　　　19,774,379円
平成22年度実績　　　　　24,257,449円
平成23年度実績　　　　　21,381,543円
平成24年度実績　　　　　22,285,942円
平成25年度当初予算　　34,640,000円
平成26年度当初予算　　32,810,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
保険料の変動により、納め過ぎた保険料が発生した一般被保険者

意図（どういう状態にしたいのか）
過年度における国民健康保険料を払い過ぎた一般被保険者に過誤納還付金を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 諸支出金 連絡先

国民健康保険法事業 一般被保険者保険料還付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 償還金及び還付加算金 自治/法定

目 一般被保険者保険料還付金

一般被保険者保険料還付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-032

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



59

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,040

主な
理由 還付発生見込の増による

合計（Ａ） 2,610 合計（Ｂ） 3,650

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

退職被保険者等の過年度保険
料過誤納の還付に要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

内容 金額

償還金利子及
び割引料

退職被保険者等の過年度保険
料過誤納の還付に要する費用 3,6502,610

任期付 0.0026当初予算 3,650 2,905 6,555 合計 0.350 0 3,650 2,905

その他 0.000 0 2,610 2,90525当初予算 2,610 2,905 5,515

正規 0.352,360

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 2,534 2,360 4,894 0 0 2,534

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

保険料賦課額の変動により納め過ぎとなった過年度保険料を、申請により還付する。

平成21年度実績　　　　　1,300,941円
平成22年度実績　　　　　1,458,087円
平成23年度実績　　　　　1,346,076円
平成24年度実績　　　　　2,533,904円
平成25年度当初予算　　2,610,000円
平成26年度当初予算　　3,650,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
保険料の変動により、納め過ぎた退職被保険者・被扶養者

意図（どういう状態にしたいのか）
過年度における国民健康保険料を払い過ぎた退職被保険者・被扶養者に過誤納還付金を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 諸支出金 連絡先

国民健康保険法事業 退職被保険者等保険料還付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 償還金及び還付加算金 自治/法定

目 退職被保険者等保険料還付金

退職被保険者等保険料還付事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-033

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



34

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 1 合計（Ｂ） 1

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

国庫負担金の精算に伴い、過誤
が生じたときに要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

内容 金額

償還金利子及
び割引料

国庫負担金の精算に伴い、過誤
が生じたときに要する費用 11

任期付 0.0026当初予算 1 664 665 合計 0.080 0 1 664

その他 0.000 0 1 66425当初予算 1 664 665

正規 0.08672

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 325,941 672 326,613 0 0 325,941

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

療養給付費等国庫負担金等の実績報告において、返還金が生じた場合、年度末に国庫償還金として、国に返還する経費。

平成21年度実績　　　　　110,680,433円
平成22年度実績　　　　　148,012,554円
平成23年度実績　　　　　102,832,721円
平成24年度実績　　　　　325,941,234円
平成25年度当初予算　　　　　　1,000円
平成26年度当初予算　　　　　　1,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国

意図（どういう状態にしたいのか）
前年度の国庫負担金に償還が生じた場合に償還金を支払う。

個別計画 委託 指定管理

款 諸支出金 連絡先

国民健康保険法事業 国庫負担金等精算金償還事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 償還金及び還付加算金 自治/法定

目 諸費

国庫負担金等精算金償還事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-034

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 1,500 合計（Ｂ） 1,500

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

歳出科目で不足が生じたときに
要する費用 2

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

予備費

内容 金額

予備費
歳出科目で不足が生じたときに
要する費用 1,5001,500

任期付 0.0026当初予算 1,500 83 1,583 合計 0.010 0 1,500 83

その他 0.000 0 1,500 8325当初予算 1,500 83 1,583

正規 0.0184

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 84 84 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

国民健康保険事業運営に不足が生じた場合の費用。

平成21年度実績　　　　　　　　　　0円
平成22年度実績　　　　　　　　　　0円
平成23年度実績　　　　　　　　　　0円
平成24年度実績　　　　　　　　　　0円
平成25年度当初予算　　1,500,000円
平成26年度当初予算　　1,500,000円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
国民健康保険事業運営

意図（どういう状態にしたいのか）
国民健康保険事業運営に不足が生じた場合の費用。

個別計画 委託 指定管理

款 予備費 連絡先

国民健康保険法事業 予備費

施策分野
1 健康・福祉分野

1-7 社会保障制度の円滑な運営

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

会計 国民健康保険事業 事業所管課

項 予備費 自治/法定

目 予備費

予備費
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0127001000-035

予算所管課 市民・健康部国民健康保険課
連絡先 (078)918-5021

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
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